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改正法 ······················ 所得税法等の一部を改正する法律（平成28年法律第15号） 

27改正法 ···················· 所得税法等の一部を改正する法律（平成27年法律第９号） 

改正法令 ···················· 法人税法施行令等の一部を改正する政令（平成28年政令第146号） 

改正法規 ···················· 法人税法施行規則等の一部を改正する省令（平成28年財務省令第16号） 

27改正法規 ·················· 法人税法施行規則等の一部を改正する省令（平成27年財務省令第23号） 

改正措令 ···················· 租税特別措置法施行令等の一部を改正する政令（平成28年政令第159号） 

改正措規 ···················· 租税特別措置法施行規則等の一部を改正する省令（平成28年財務省令第22号） 

改正震災特例法令 ············ 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律施行令の一部      

を改正する政令（平成28年政令第164号） 

改正震災特例法規 ············ 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律施行規則の一

部を改正する省令（平成28年財務省令第25号） 

法 ························· 改正法による改正後の法人税法 

法令························ 改正法令による改正後の法人税法施行令 

法規························ 改正法規による改正後の法人税法施行規則 

地方法 ······················ 改正法による改正後の地方法人税法 

措法························ 改正法による改正後の租税特別措置法 

措令························ 改正措令による改正後の租税特別措置法施行令 

措規························ 改正措規による改正後の租税特別措置法施行規則 

通則法 ······················ 改正法による改正後の国税通則法 

震災特例法 ·················· 改正法による改正後の東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す

る法律 

震災特例法令 ················ 改正震災特例法令による改正後の東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時

特例に関する法律施行令 

震災特例法規 ················ 改正震災特例法規による改正後の東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時

特例に関する法律施行規則 

外国居住者等所得相互免除法 ·· 改正法による改正後の外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課

税等に関する法律 

旧法························ 改正法による改正前の法人税法 

旧法令 ······················ 改正法令による改正前の法人税法施行令 

旧措法 ······················ 改正法による改正前の租税特別措置法 

旧措令 ······················ 改正措令による改正前の租税特別措置法施行令 

旧措規 ······················ 改正措規による改正前の租税特別措置法施行規則 

旧震災特例法令 ·············· 改正震災特例法令による改正前の震災特例法令 

旧27改正法 ·················· 改正法による改正前の27改正法 

旧27改正法規 ················ 改正法規による改正前の27改正法規 

改正地域再生法 ·············· 地域再生法の一部を改正する法律（平成28年法律第30号） 

地域再生法 ·················· 改正地域再生法による改正後の地域再生法 

改正都市再生特別措置法 ······· 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（平成28年法律第 号） 

都市再生特別措置法 ··········· 改正都市再生特別措置法による改正後の都市再生特別措置法 

改正国家戦略特別区域法 ······· 国家戦略特別区域法の一部を改正する法律（平成28年法律第 号） 

国家戦略特別区域法 ··········· 改正国家戦略特別区域法による改正後の国家戦略特別区域法 

 

 

 

 

 

 

（注）このパンフレットは、平成28年４月28日現在の法令に基づいて作成しています。  
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[このパンフレットの構成について] 

１ このパンフレットでは、平成28年度税制改正のうち法人税関係法令の概要について、平成28年３月31日に

公布された「所得税法等の一部を改正する法律」の内容を中心に説明しています。 

２ このうち「第１編 法人税法等に関する改正」では、法人税法や租税特別措置法など震災特例法以外の改

正事項について、法人税を計算する際の項目ごとに分類し、主要な改正項目とそれ以外の改正項目とに区分

して説明しています。 

「第２編 震災特例法に関する改正」では、震災特例法に関する改正事項について説明しています。 

３ それぞれの主要な改正項目の説明に当たっては、措置された制度の概要について極力イメージ図や算式等

を交えています。また、〔適用時期〕において、措置の適用関係について説明しています。 

４ 主要な改正項目以外の改正項目については、表形式により改正のポイントを説明しています。 


